
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和４年３月１５日（火） ８：２１～８：３１ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：岸 田 文 雄 内閣総理大臣 

金 子 恭 之 国務大臣（総務大臣） 

古 川 禎 久 国務大臣（法務大臣） 

林 芳 正 国務大臣（外務大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

末 松 信 介 国務大臣（文部科学大臣） 

後 藤 茂 之 国務大臣（厚生労働大臣） 

金 子 原二郎 国務大臣（農林水産大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

山 口 壯 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

岸 信 夫 国務大臣（防衛大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（内閣官房長官） 

牧 島 かれん 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

西 銘 恒三郎 国務大臣（復興大臣、内閣府特命担当大臣） 

二之湯 智 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

野 田 聖 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

山 際 大志郎 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

小 林 鷹 之 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

堀 内 詔 子 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣） 

若 宮 健 嗣 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：木 原 誠 二 内閣官房副長官 

磯 﨑 仁 彦 内閣官房副長官 

栗 生 俊 一 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件 ２件 

○国会提出案件 ７件 

○政令 １２件 

○議員提出法律案関係 ３件

○人事        １件 

○配布        １件 

いずれも、案件表のとおり、決定、了解等となった。 
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議事内容： 

○松野国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。

まず、閣議案件について、木原副長官から御説明申し上げます。 

○木原内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「ロシア連邦関係

者に対する資産凍結等の措置」について、御了解をお願いいたします。本件につき

ましては、後程、外務大臣から御発言があります。

次に、質問主意書に対する答弁書７件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。 

次に、政令３件について、御決定をお願いいたします。まず、「公立学校の学校医

等の公務災害補償の基準を定める政令の一部改正令」は、人事院規則の改正に伴い、

介護補償額を改めるものであります。 

次に、「医療法施行令の一部改正令」は、外来医療の機能に係る報告の義務付け等

の対象から、刑事施設の中に設けられた病院等を除外するものであります。 

次に、「厚生労働省組織令の一部改正令」は、職業安定局内の業務移管に伴い、所

掌事務の規定を整備するものであります。 

次に、人事案件について、申し上げます。遠藤孝雄外１４３名の叙位、叙勲又は

紺綬褒章授与について、御決定をお願いいたします。 

次に、件名外案件について、申し上げます。「日・レバノン技術協力協定」に署名

することについて、御決定をお願いいたします。本協定は、我が国から派遣する専

門家等に対する租税の免除及び便宜等について、取り極めるものであります。なお、

本日の署名まで不公表といたしたいので、御了承をお願いいたします。 

次に、準備のための案件について、申し上げます。まず、令和４年度予算の関連

政令９件について、あらかじめ御決定をお願いいたします。本件は、当該予算の成

立を条件に決定するもので、それまでの間、不公表扱いとなりますので、御了承を

お願いいたします。「行政機関職員定員令」、「内閣官房等７機関の組織令」及び「郵

政民営化委員会令」の各一部改正令は、令和４年度の機構・定員査定結果を踏まえ、

所要の改正を行うものであります。 

次に、議員提出法律案に対する国会法に基づく内閣の意見要旨３件について、あ

らかじめ御決定をお願いいたします。本件は、内閣意見を求められることを条件に

決定するもので、それまでの間、不公表扱いとなりますので、御了承をお願いいた

します。まず、明日、衆議院厚生労働委員会において採決予定の「雇用保険法等の

一部改正法案」に対する山井和則議員外２名提出の修正案は、同改正法案の本則で

定める国庫負担割合を引き下げる改正を行わないものであり、これに対する内閣の

意見要旨は、「政府としては、反対である。」というものであります。 

次に、本日、衆議院農林水産委員長から提出予定の「特殊土壌地帯災害防除及び

振興臨時措置法の一部改正法案」は、同法の有効期限を令和９年３月３１日まで延

長するものであり、近く衆議院災害対策特別委員長から提出予定の「豪雪地帯対策

特別措置法の一部改正法案」は、特別豪雪地帯における特例措置の期限を令和１４

年３月３１日まで延長するものであり、これらに対する内閣の意見要旨は、いずれ
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も「政府としては、特に異存はない。」というものであります。 

○松野国務大臣：次に、外務大臣から御発言がございます。

○林国務大臣：本年２月２４日、ロシア連邦はウクライナへの軍事行動を開始しまし

た。ロシア連邦によるウクライナ侵略は、ウクライナの主権と領土の一体性を侵害

し、武力の行使を禁ずる国際法に深刻に違反するとともに、力による一方的な現状

変更を認めないとの国際秩序の根幹を揺るがすものであり、断じて認められず、我

が国は最も強い言葉でこれを非難しています。このようなウクライナをめぐる現下

の情勢に鑑み、ウクライナをめぐる問題の解決を目指す国際平和のための国際的な

努力に我が国として寄与するため、主要国が講ずることとした措置の内容に沿い、

ロシア連邦関係者に対する資産凍結等の追加的措置を実施することにつき、御了解

願います。  

○松野国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。
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令和４年 

３月 15日 

◎ 一般 案 件

○ ロシア 連 邦 関係 者に 対 す る資 産凍 結 等 の措 置に つ

い て （了 解 ）    （外 務・ 財 務 ・経 済産 業 省 ）

◎ 国会 提 出 案件

1.衆 議 院 議員 長妻 昭 （ 立民 ）提 出 ウ クラ イナ 国

内 の 原 発への 武 力 攻撃 に関 す る 質問 に対 す る

答 弁 書 につい て （ 決定 ）     （ 外務 省 ）

1.衆 議 院 議員 長妻 昭 （ 立民 ）提 出 コ ロナ 対策 に

つ い て の反省 に 関 する 質問 に 対 する 答弁 書 に

つ い て （決定 ）       （ 厚生 労働 省 ）

1. 衆 議 院 議員 長 妻 昭（ 立民 ） 提 出新 型コ ロ ナ ウ

イ ル ス対 策 に関 す る 質問 に対 す る 答弁 書に つ

い て （決 定 ）           （ 同上 ）

○ 1. 衆 議 院議 員 長 妻昭 （立 民 ） 提出 国際 条 約 で製

造 が 禁 止 されて い る クラ スタ ー 弾 を製 造す る

企 業 及 び ロシア 企 業 への 年金 積 立 金管 理運 用

独 立 行 政 法人（ Ｇ Ｐ ＩＦ ）に よ る 投資 運用 に

関 す る 質 問に対 す る 答弁 書に つ い て（ 決定 ）

（ 同 上 ） 

1. 衆 議 院議 員長 妻 昭 （立 民） 提 出 「ね んき ん 定

期 便 」の 談 合に よ っ て損 害を 受 け た年 金保 険

料 に 関す る 質問 に 対 する 答弁 書 に つい て

（ 決 定）             （ 同上 ）

1.参 議 院 議員 塩村 あ や か（ 立憲 ） 提 出介 護従 事

者 間 に お けるコ ロ ナ 対応 に係 る 取 扱い の差 異

に 関 す る 質問に 対 す る答 弁書 に つ いて

（ 決 定）             （ 同上 ）

1.参 議 院 議員 塩村 あ や か（ 立憲 ） 提 出就 職氷 河

期 世 代 を 対象と し た 限定 求人 の 改 善状 況に 関

す る 質 問 に対す る 答 弁書 につ い て （決 定）

（ 同 上） 

（ 火 ）閣 議 案 件

資 料
あ り  

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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◎ 政 令 

   ○ 公立学 校 の 学校 医、 学 校 歯科 医及 び 学 校薬 剤師 の

公 務 災害 補 償の 基 準 を定 める 政 令 の一 部を 改 正 す

る 政 令（ 決 定）         （文 部科 学 省 ）

〃 ○ 医療法 施 行 令の 一部 を 改 正す る政 令 （ 決定 ）

（ 厚 生 労 働省） 

〃 ○ 厚生労 働 省 組織 令の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ 同 上 ） 

◎ 人 事 

☆ 横浜国立大学名誉教授遠藤孝雄外１４３名の叙位、

叙 勲 又 は 紺 綬褒 章 授 与に つい て （ 決定 ）

◎ 配 布 

☆石 川県 知 事 選挙 結果 調 （総 務省 ） 

〔 ○ 署 名あ り ☆ 署 名な し〕

資 料
あ り

資 料
あ り

5



令和４年 

３月 15日 

◎ 一 般 案件

○ 技 術協 力 に関 す る 日本 国政 府 と レバ ノン 共 和 国政

府 と の 間 の 協定 の 署 名に つい て （ 決定 )( 外 務 省 ）

〔 ○ 署 名あ り ☆ 署 名な し〕

（ 火 ）件 名 外 案 件

資 料
な し
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令和４年 

  ３月 15日 

◎ 政 令 

○ 行 政機 関 職員 定 員 令の 一部 を 改 正す る政 令

（ 決 定 ） （ 内閣 官 房 ）

〃 ○内 閣 官房 組 織 令の 一部 を 改 正す る政 令 （ 決定 ）

（ 同 上 ）

〃 ○内 閣 府本 府 組 織令 の一 部 を 改正 する 政 令 （決 定）

（ 内 閣 府本 府） 

〃 ○ 個人情 報 保 護委 員会 事 務 局組 織令 の 一 部を 改正 す

る 政 令（ 決 定）     （個 人 情 報保 護委 員 会 ）

〃 ○デ ジタ ル 庁 組織 令の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ デ ジ タ ル庁）

〃 ○ 総務 省組 織 令 の一 部を 改 正 する 政令 （ 決 定）

（ 総 務 省） 

〃 ○ 法務省 組 織 令の 一部 を 改 正す る政 令 （ 決定 ）

（ 法 務 省） 

〃 ○ 文部科 学 省 組織 令の 一 部 を改 正す る 政 令（ 決定 ）

（ 文 部 科学 省） 

〃 ○ 郵政民 営 化 委員 会令 の 一 部を 改正 す る 政令

（ 決 定） （ 内閣 官 房 ） 

◎ 議 員 提出 法律 案 関 係

   ○衆 議院 議 員 山井 和則 （ 立 民） 外２ 名 提 出の 雇用 保

険 法 等の 一部 を 改 正す る法 律 案 に対 する 修 正 案に

対 す る国 会法 第 ５ ７条 の３ に 基 づく 内閣 の 意 見要

旨 に つい て（ 決 定 ）    （ 厚 生労 働・ 財 務 省）

〃 ○ 衆議 院農 林 水 産委 員長 提 出 予定 の特 殊 土 壌地 帯災

害 防 除 及 び 振興 臨 時 措置 法の 一 部 を改 正す る 法 律

案 に 対 す る 国会 法 第 ５７ 条の ３ に 基づ く内 閣 の 意

見 要 旨 に つ いて （ 決 定）

（ 農 林水 産 ・総 務 ・ 財務 ・国 土 交 通省 ） 

資 料
あ り

（ 火 ）準 備 の た め 

資 料
あ り
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○ 衆議院 災 害 対策 特別 委 員 長提 出予 定 の 豪雪 地帯 対

策 特 別措 置 法の 一 部 を改 正す る 法 律案 に対 す る 国

会 法 第５ ７ 条の ３ に 基づ く内 閣 の 意見 要旨 に つ い

て （ 決定 ） 国 土 交 通省 ・内 閣 府 本府 ・総 務 ・ 

財あ 務 ・ 文 部 科 学 ・ 農 林 水 産 省 

〔 ○ 署 名あ り ☆ 署 名な し〕

資 料
あ り
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